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1近 代中国の経済社会構成
近代中国の経済社会構成が如何なるものであったのかをめ ぐっては,過去
多 くのことが語られ,多 くの紙幅が費やされてきたようにみえるが,実際の
ところ,今 もなお満足のい く解答はみつかっていない。
ここでいう経済社会構成 とはあ くまでも,社 会構成体,生 産様式,ウ ク
ラー ドといったマルクス主義歴史理論にかかわるものである。歴史や経済の
全体像にかかわる概念装置が,な にゆえマルクス主義的なものでなければな
らないのか,と いう問題は,あ らためて問われなければならないが,い まし
ばらく,答えを保留しておくω。
近代以後の中国社会を考えるとき,その社会的 ・経済的性格をどのように
特徴づけるのか。これが如何に難問であるか,中国近代史を瞥見すればただ
ちに理解できる。
西欧世界における中世的世界から近代への移行,つ まりは資本主義社会の
生成の歴史に比べ,中 国における近代は苦難の連続であり,しかもその近代
化はいまだ途上にあるといってよい。中国はウエスタン ・インパク ト以後,
なお前資本主義社会にとどまり続け,そ の資本主義化 も挫折の連続であり,
さらには資本主義化,工 業化の過程において,一 時的に,と いってもかなり
の長期にわたり,自 ら資本主義世界 との接触を断ち,孤 立の道を選ぶ。30
年におよぶ孤立のなかで,形づ くられた 「新社会」は,伝 統中国及び近代以
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後その伝統社会 と外来の帝国主義 もしくは資本主義 との間に生まれた混合的
な経済社会構成に,さ らに複雑さを加えることになった。
時期を解放以前すなわち新中国成立以前に限ったとしても,問題が容易に
なるわけではない。まず,1840年以前の,す なわちアヘン戦争以前の伝統
中国が如何なる社会であ ったのか,必 ず しも明 らかではない。これが,実
は,論争参加者の議論を昏迷させてきた最も大きな難問の一つである。さら
に,アヘン戦争以前において,中 国における資本主義化が始まっていたかど
うか,が問題 となる。 自生的な資本主義化が存在 したのかどうか,も し存在
したとしたら,その発展の水準は如何なるものであったのか,そ れらもま
た,論 争の推移に大 きな影響を与えるものであった。 この設問に関する限
・り,筆者は極めて否定的である。つまり,ウエスタン ・インパクト以前に自
生的な資本主義的な発展は中国に存在しなかった一一個々の要素が存在 し発
展したことはあってもシステム として生成することはなかった一 というこ
とを本稿の前提としている②。
さらに難問は続 く。一体いつ伝統中国の社会体制が資本主義の影響の もと
に変容を迫られたのか。その変容は根本的なものであったのか,そ れ とも変
容しつつ,根 底では伝統社会の,社 会及び経済のシステムが保持され続けた
のかどうか。つま り,資本主義的な世界システムへの組込み(incorporation)
が如何に行なわれ,そ れが如何なる変容をもたらしたのだろうか。
この近代中国の,世 界システムへの組込みのあり方を理解 しようとすれ
ば,中 国以外の諸国,特 に朝鮮,東 南アジア諸国,イ ン ドなどとの比較 も欠
かせない。た とえば,1930年代の中国では,帝 国主義列強への政治的,経
済的な従属が強調一 まるで植民地であるかのように一 されたが,イ ン ド
や朝鮮の例からみれば,そ の従属の度合いは比較的浅かった と言わざるをえ
ない。対象を中国だけに限 ってしまえば,か えってそれ自身がみえな くなっ
てしまう。中村哲が比較史的な方法にこだわる所以でもある(後述)。
また,その組込み以後の資本主義の発展は どの ように進展し,ど のレベル
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に達 したのだろうか。民国期における資本主義発展,と くに南京国民政府統
治下における資本主義発展をどう評価し,経済史の上でどのように位置づけ
るのかが問題となる。南京政府の国家資本主義主導による資本主義化,工 業
化政策のもとにおける中国社会の近代化の歩みに対する総体的な評価 と,そ
れに翻弄されなが らも大きく取 り残された広大な農村社会の特質を どう捉え
るのかといった,さ らなる疑問が湧いて くる。そして,極 めつけは,資 本主
義化を推し進めつつあった南京国民政府を打倒し,一転して社会主義化を推
進 した革命中国の政策妥当性の問題が続 く。これは,現 在の体制の正当性,
すなわち毛沢東以後の人民政府の法統(正統性)を問うことにほかな らない。
本稿は,一 応,民 国期 特に1920年代及び1930年代 に時期を限定
し,それらの難問の幾つかに対 し,解答への明確な展望を与えんとするもの
である。
さて,中 国共産党は,そ の ような捉 えがたい近代中国社会の特質を総括
し,半植民地 ・半封建的社会 と規定 している。
議論を進める前に,こ こでいう中国共産党の規定 とは何かを説明しなけれ
ばならないだろう。 というのも,革命党による規定が何を意味 したのか,今
日,必ずしも明らかではなくなったからである。初めてこの規定が登場 した
のは,1928年,中共六全大会(モ スクワ)で 採択 された 「土地問題に関す
る決議」(中国共産党,1928)においてである。この 「土地問題に関する決
議」における 「半植民地 ・半封建」規定が,そ の前年11月の中共 「土地問
題党綱領草案」の 「アジア的生産様式」規定を否定すべく提案され,採択さ
れたことは比較的 よく知 られている。
このアジア的生産様式論が如何なる意味を持っていたのかについては,他
に詳述の機会を持ちたい と考えているが,こ こでの問題は,「規定」 という
言葉の意味合いについてである。問題は,革命党の綱領における規定 という
ことである㈲。それは,一 般的な政党における単なる戦略の戦術の策定 とは
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まった く意味合いを異にしている。しかも,こ こで言う革命党 とは,単 に中
国共産党を指すのみならず,中 共の上部組織たる当時の世界革命の中心,コ
ミンテルンを指している。 というのも,各国党の綱領はコミンテルンによっ
て承認されなければならず,コ ミンテルン第六回大会の直前,モ スクワで開
催された中共六合大会は,コ ミンテルンの指導のもとに開催され,そ こで提
出された 「土地問題に関する決議」もやは り,コミンテルンの直接指示によ
り提案されたものにほかならないからである。
当時,コ ミンテルンはマルクス主義者,社 会主義老にとり,たんに革命運
動の中心であったのみならず,真 理の中心でもあった。 きわめてシンボ リッ
クな存在であった。それゆえ,コ ミンテルンに発する規定は,真理そのもの
であ り,ひ とたび打ち出された規定に異論を唱えることは,コ ミンテルンに
異義を唱えることにな り,規定に反対することはコミンテルンに反対するこ
ととイコールであ り,すなわち異端への転落を覚悟しなければならなかった。
ところが,そ の規定発祥の源たるコミンテルンにおいては,規定はそのよ
うな盤石の重みをもったものではなかった。というのも,いかに世界の革命
家,社 会主義理論家を結集していたコミンテルンとはいえ,各 国,各 地域の
具体的な階級情勢まで詳細に把握していたわけではなかった。 とくに,ヨ ー
ロッパとは異なった歴史を持つアジア諸国の社会経済制度をどう把握するか
については,コ ミンテルン指導者の間でも認識の一致があるわけではなかっ
た。諸地域に派遣された活動家や特派員の間においても,議論百出の状況で
あ り,彼らの報告や各国党からコミンテルンに派遣された代表たちの報告を
頼 りに,実 情を把握するほかなかった。
だが,状 況は待 っては くれず,コ ミンテルンは次々と建設されてい く各国
党に,そ の革命運動の骨格 となる綱領を与えると同時に,そ の時々の状勢に
みあった,運動への適切な指示を出さなければならかった。状況におされた
コミンテルンが,そ のような事態に何とか対応しようとすれば,結 局のとこ
ろ,マルクス,エ ンゲルス,レ ーニンといったマルクス主義古典の著作から
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適当なパラグラフを抜き出すか,あ るいは比較的よく知られた地域の革命党
の綱領や戦略 ・戦術を,そ れに似たと思われる国や地域の革命党に,そ れな
りに加工 して与える以外になかった(類型化)。それが,「規定」の実際であ
った(日 本の天皇制に関するコミンテルンの指導者の認識 が,結 局のとこ
ろ,ロ シア ・ツァーリズムのアナロジーでしかなかったことは,そ のことを
よく表わしていよう)。
コミンテルン綱領(1928年第六回大会)は,資 本主義の発展段階の相違
による 「革命の基本類型」を定式化 し,それにより各国はそれぞれ分類され
ることになった。 日本は中位に発展 した資本主義諸国に,中 国は植民地 ・半
植民地諸国及び従属諸国に属することとなった(コ ミンテルン,1928)。中
位の発展段階にある諸国はまた,比較的遅れた諸国に適用された革命の類型
である 「ブルジョア民主主義革命から社会主義革命への急速な成長転化」の
型 と,比較的進んだ諸国の 「ブルジョア民主主義的性質の広汎な任務を伴 う
プロレタリア革命」の型に分類される。革命の段階論においては、前者は二
段階革命を,後 者は一段階革命をとることになる。,当時,日 本は前者に分
類されている。加藤哲郎(1982)は前者のタイプを中位a型,後 者を中位b
型 と呼んでいる。 日本共産党 「31年テーゼ草案」は,コ ミンテルンが 日本
を中位b型 へ と分類変更 したことにより作成され,そ れが再び中位a型 に
変更されたことにより,「32年テーゼ」作成を招来せ しめることになる一
この変更には,日本 と同じ 「中進国」に分類されていたスペイン,ポ ーラン
ド,ルーマニア等の革命運動の挫折が大きな影響を及ぼ しているとされる。
コミンテルン とは世界党であり,各国党はその支部であった。本部の方が
支部よりも,各国社会の本質をよく捉えているとか,各 国の階級情勢をよく
把握しているといった言い方がよくなされたが,当 時の各国マルクス主義者
の理論水準からみれば,ま った く妥当していないとは言い切れないが,し か
し,そのような本部 と支部の真理の分配関係一 ヒエラルキー一 の形成自
体が不自然かつ不幸であ り,その後,コ ミンテルンの指導の下における各国
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党の悲劇を生む原因 とな った。
半植民地 ・半封建規定について
中国共産党第六回大会(六 全大会)の 「土地問題に関する決議」は,ア ジ
ア的生産様式から資本主義への過渡 として中国の社会経済制度及び農村経済
を規定するのは間違いであると,前年11月の 「土地問題党綱領草案」を明
確に否定している。
決議は,ア ジア的生産様式の特徴 として,(1)土地私有制度がないこと,(2)
国家が指導する巨大な公共事業(特 に治水)こ そが,集権的な中央政府が小
生産者組織(家 族共同体や農村共同体)を 支配する物質的基礎を形成するこ
と,(3)共同体制度の強固な存在,の3点 に要約し,こ れらの条件 とくに第
一の条件が中国の実際の情況と異なると指摘 している(中国共産党,1928)。
それに対 し,肝心の半植民地 ・半封建規定については,半 封建的な搾取,
掠奪の半植民地的な様式 といった用語で,決議に散見されるだけであり,第
六回大会決議案全体を見渡 しても,明確に半植民地 ・半封建的規定を思わせ
るような,ま とまった或いは簡潔な記述は見当たらない。
だが,明 白にアジア的生産様式規定が否定されている以上,「半封建」及
び 「半植民地」がそれに替わる新たな規定 として登場したことには間違いな
く,そ れゆえ1920年代末以降始 まった中国社会性質論戦及び社会史論戦
が,この半植民地 ・半封建規定の是非をめぐって闘われたのも当然であった。
しかし,こ と実践領域にかぎっていえば,猛威を振るっていたのは半植民
地でも半封建でもなく,帝国主義支配下の植民地中国であり,軍閥 ・地主支
配に象徴される封建制度であった。つまり,中共の具体的な政策や方針レベ
ルでは,半植民地や半封建的土地所有といった回りくどい言い方ではなく,
「半」を取 り去 った,植 民地,封 建搾取 といった,直 裁な言い方が頻用され
たのである。革命党が決起をよびかけていた労働者 ・農民大衆に対 し,いま
自分たちがどのような惨めな状態に陥っているか,そ れは何に由来するの
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か,そ してその情況を根本的に変革するためには誰を打倒しなければならな
いかを,あ からさまに訴える必要があったからである。それゆえ 「半」は,
そのようなプロパガンダやアジテーシ ョンからは決まって無視されることに
なった。
日本における半封建制論についても同様であるが,「半」が何を意味する
のか,お そろしく暖昧である。戦前の半封建制論の場合,そ れは封建制度そ
のものを意味することもあ りえた。ただ,明 治以後の資本主義化された社会
に残存 しているため,「半」 と形容せさるをえないのであって,本 質的には
封建制度そのものであるとみなされた。あるいは,そ れとはまったく逆に,
すでに封建制度は消滅 しているが,い まだ完全な資本主義になったとはいえ
ないので半封建制 と呼ばざるをえないが,実 質的には半資本主義のことであ
ると主張するものもいた。そして,そ の中間にはまた様 々なニュアンスの違
いを含んだ種 々多数の主張が存在 した。
そして,規 定の問題は政治用語の問題でもある。つま りプロパガンダにお
いて何が有効かという政治技術の問題でもある。その誕生以来ほぼ一世紀の
間,マ ルクス主義を標榜する革命党は,誰 を組織工作の対象 とするのかとい
う点において,き わめて明確であった。つまり,そ れはプロレタリアであ
り,か つ後発資本主義国及び植民地においては労農大衆であった。それゆ
え,一 見社会科学上の認識レベルの問題であった規定は,実 際のプロパガン
ダの上においては,よ り効果的に再加工されなければな らなかった。
た とえば 日本資本主義論争に一石を投じた「わが国小作料の特質について」
(1931)のなかで,櫛 田民蔵は,わ が国の地主 ・小作関係を 「封建的搾取関
係」 と規定することは,「大衆にわか りやすくものを言 うため,ま たは搾取
関係を深刻にいいあらわすため」のものにすぎず,正 しくは 「前資本主義地
代」 と規定すべ きであると述べているが,その間の事情を明らかにしたもの
だ といえる。たしかに 「前資本主義地代」では,小作料争議のただなかにあ
る農民たちに対 し,寄生地主制打倒をよびかけるためのアジテーシ ョンには
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なりにくい。だが,問 題がこじれるのは,革命党は労農大衆に真実の言葉で
語らねばならないことになっており,したがって 「封建地代」 と規定 した以
上,そ れは社会科学的認識のレベルにおいても,正真正銘の真理であるとい
うことになる。プロパガンダのレベル と社会科学 レベルで言葉を別にしたら
との櫛田の提案 櫛田自身たぶん単に言ってみただけのことであろう
が,当 時の講座派にまった く受け入れ られなかった所以でもある。
話を中国に戻すと,40年代に入 り,次第に半植民地 ・半封建 という表現
が定着する(奥村,1990)。解放以後(す なわち新中国成立以後)は,逆 に
半植民地 ・半封建規定が範型 として中国近現代史研究の上に君臨するにいた
る。
改革開放政策以後,1980年代に入 り,半植民地 ・半封建規定に批判的な
見方も現われているようではあるが,基 本的には従来の枠組のなかで議論が
行われているといってよい(呉 承明,1988)。というのも,社会科学におけ
る研究の自由がある程度許容されたとしても,この問題はもし徹底すれば,
革命党の聖域に踏み込む可能性を含むからである。
それは,1949年の革命が正当なものであったのかどうか とい う問題に波
及し,さ らに革命の功労者たちの功績を割 り引いたり,無視 したりすること
が認められるかどうかという問題に波及する。半植民地 ・半封建的規定が誤
まっていた とした ら,それによって基礎づけられていた革命党の綱領,戦
略,土 地革命(土 地改革)路 線等々が誤まっていたということになる。さら
に,中国革命を中国人民の普遍的な社会主義運動の賜物 と見る彼らの歴史認
識を崩壊させることにつながるであろう。
革命成功の途上,そ して成功後,革 命党は,その成功にあわせて,彼 らを
歴史上に位置づけ,歴史上における彼 らの比類なき功績を誇示することにな
ったが,半植民地 ・半封建規定もまた,そ のなかで大 きな役割を占めること
になった。スターリンの歴史発展の五段階説に範をとり,中国もまた,原 始
中国 「周辺資本主義」論9
共同体社会,奴 隷制社会,封建社会,資 本主i義社会,社 会主i義社会の普遍的
な歴史発展のコースを辿 り,ついに社会主義段階に到達したと主張 した。そ
して半植民地 ・半封建 として規定された社会 こそ,前 賢本主義的社会構成と
しては封建社会を経過 してきたこと,そ して社会主義への過渡 として,帝 国
主義に支配された半植民地社会すなわち資本主義に相当する段階を経過 した
ことを明らかにするものであった。たしかに,中 国革命のコースは非資本主
義的な発展の道ではあったが,だ が,そ れは歴史の例外ではな く,資本主義
に相当する発展段階を踏まえたものであ り,それゆえ,彼 らが達成した社会
主義は,資 本主義に優越する社会制度 といえるものであった。
この半植民地 ・半封建規定は日中両国の研究者に大 きな影響を与えてき
た。或いは支配力を持ってきた といってよい。だが,か くも長きにわた り半
植民地 ・半封建規定が範型 として用いられてきたのは何故だろうか。中国革
命の成功は,中 国の理論工作者及び研究者を拘束したばかりでな く,日本の
理論家,研 究者たちをも拘束 した。
日本において,半 植民地 ・半封建規定に対する疑問が提出され始めたの
が,文 革以後,す なわち60年代中葉に発生した 日中両国共産党の路線対立
が,次第に鮮明になり,その対立が理論上においても後戻 り不可能になって
からの ことであったことに,や はり大 きな意味をもとめさるをえない。 この
理論的な分岐において,1930年代におけるもっとも優れたマルクス主義中
国研究者であった中西功が再度,中 国研究者 として論壇に登場 したのが,
1967年のことであり,そ こで果た した役割は,中 国共産党及び毛沢東に対
する理論的な批判及び中共党史の批判的検討であった。
半植民地 ・半封建規定が根本的に疑問に付されるようになったのは,80
年代に入ってからのことである。そこにおいても,やはり文革の終焉 と革命
中国の挫折が影を落としていたのかもしれない。それにもかかわらず,半植
民地 ・半封建規定が大きな枠組として継続 してきたのは,他 に適当な代案が
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ないという消極的な理由によるものであろうか。結局において,前述 した中
国近代史の難しさ,経済社会構成を明確に措定することの困難性に帰着する
といえる。だが,さ らにもう一つ,半植民地 ・半封建規定は,暖 昧であるが
ゆえに,その広が りが,多 くの疑問や難問を包み込み,長 く持ちこたえてき
た といえるのではないだろうか。まず半植民地 ・半封建 といっておけば,大
体のこと 中国近代史における主要な矛盾,生 産関係や階級対立一 は説
明できるといった,大 雑把な妥当性が,そ の延命を大いに助けることになっ
た と思われる(もちろん,革 命党の後光がその持続の背景にある)。それに
対し,新 しい構想は,様 々な リスクを伴う。この枠組一 長期にわた り慣れ
親しんだ枠組 の変更が,き わめて漸進的な形をとらさるをえなかったこ
とが容易に理解できるはずである。
二 半植民地規定の問題点
まず半植民地とは何かが問われなければならない。一般には,植 民地には
なっていないが,独 立国ともいえないような状態,い わゆる植民地に似た状
態を指すと思われる。だが,中 国共産党史の支脈においては,「1840年のア
ヘン戦争以後,中 国は一歩一歩半植民地 ・半封建社会に変わっていった」,
「帝国主義と中国のi封建主義が結合 し,中国を半植民地及び植民地へと変え
てい く過程が,す なわち中国人民が帝国主義及びその走狗に反抗してい く過
程であった」(毛沢東,1939)と記 され,そ こでの帝国主義の役割の大 きさ
が際立つ。つまり,帝国主義によって支配されている状態,帝 国主義列強に
よって中国の主権が左右されている状態こそが大きな問題なのであって,実
のところ,文 革以後或いは改革開放路線 が定着 しつつあった80年代中葉ま
では,近代中国が植民地であったのか,半植民地であったのかは,彼 らの厳
密な議論の対象にはならなかったのである。それ以前には,彼 ら自身のなか
からは,植民地 とは異なった範疇をさす半植民地の半とは何かといった問題
意識自体,生 まれることはなかった。
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実践的にも,この規定一 半植民地規定 がもっとも有効であったはず
の20年代末から30年代の党文献は例外な く,中国をもっとも惨めな状態に
既めている主犯 として帝国主義をあげており,その能動的な役割を誇大に見
積もり,それゆえその被害にあっている中国を帝国主義列強の植民地として
描 くことに躊躇しなかった,と いうよりも,そ う描 くことに腐心していた と
いってよい。
では本当に植民地であったのか。あるいは植民地状態にあったのだろう
か。この場合の植民地 とは,武 力によって領土を奪われた状態,政 治的な主
権の喪失をいう。だが,こ のような状態は,周 知のごとく1840年から1949
年まで,一 満州事変以後の 「満州」や薗溝橋事変以後の華北を中心 とした
日本占領地区のような部分的もしくは一時的な状態を別にすれば一 体制 と
して存在 しなかったことは疑いのない事実である。では,植民地状態はどう
か。まず,アヘン戦争以後,清 末までは,帝 国主義列強による幾度かの軍事
的な勝利にもかかわらず,清朝の正統性が揺 らぐこともなく,また政権の帰
趨 を決めるような大事一 た とえば戊戌の変法(1898年)や光緒の新政
(1900年代前半),そして辛亥革命 と清朝崩壊一 に対 しても,列 強がその
命運を決したのではないことは明らかである。
では民国初頭から1928年,北伐の勝利(し たがって北洋軍閥政府の崩壊)
と南京中央政府の成立まではどうであろうか。おそらく民国期が列強の支配
下にあったとする議論は,こ の時期からもっとも大きな印象を得ていよう。
各地に台頭した軍閥が個々に,列強 と取引し,その支持や軍事援助 と引き換
えに,割拠地区の経済権益を売渡していた とされる。そのもっとも象徴的な
出来事は,日 本の対i華二十一条要求 と引き換えに,衰世凱が自らの皇帝就任
への支持を日本から取 りつけた とされる事件であろう。またその後の軍閥混
戦において,た とえば,段 棋瑞 と西原借款,張 作森 と関東軍等々,軍閥 と列
強の結びつきに,売国行為 との疑いの目が向けられている。
ここで明確にしなければならないのは,軍 閥混戦,軍事勢力と地方割拠,
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それと帝国主義列強の中国支配は異なった次元の問題であるということであ
る。長 く中央集権的な官僚制度によって統治された中国において,統 一国
家,中 央による地方の指導,最 高主権者を中心 とする全国的なヒエラルキー
の完成それ自体を善 とみなす考え方が根強 く,したがって,軍 閥の地方割拠
そのものが悪 とみなされ,軍 閥混戦は邪悪なる帝国主義列強の使嫉によるも
の と簡単に決めつけてしまう傾向がある。軍閥混戦は主に,近 代に突入した
中国の政治的 ・経済的な体制の矛盾から生じたものであり,外部的な要因を
過大に見積もってはならないと考える。
1928年以後の国民政府時代については,相 変わらず軍閥混戦が続き,日
本帝国主義の脅威が 日増 しに強さを増 していったとはいえ,植 民地はおろ
か,植 民地状態でもないといえる。それは単に南京中央政府の政治力及び軍
事力が地方軍閥を圧倒 し,統一化すなわち地方の中央化を推進 していた,と
いう理由だけからではない。その国家意思及びその政策を行政にまで反映さ
せることができる優れた指導層及び官僚層に支えられていたからでもある。
そのような中堅指導層は外交や財政及び経済建設関連の各部門ばかりでな
く,地方官衙を指導する行政官僚にまで及んでいる。たとえば笹川裕史が再
三にわた り言及しているような,江 蘇,漸 江における土地税制改革や地籍整
理の実施にあた り中央から派遣され,地 方官民の指導にあたった多数の若手
官僚,中 堅指導層は,そ の最たるものであろう(笹川,1993,1996)。南京
政府が中央政府として国家統合に成功 しつつあったことは,単 に黄」甫系を中
心 とした軍事的結束の強さや,政 客各派や軍閥を束ねた老檜な政治力さらに
は,留学帰 りや中央政治学校出身者を中心 としたエリー ト官僚層の支持にの
みとどめる見方を,超 えた段階にあったと考えた方が説得的である。
もちろん,そ れが何故,最 終的に国家統合の完成に失敗し,中共によって
打倒されたのかは,中国近現代史の大問題ではあるω。
再度,主 権の問題に戻ると,抗 日戦争以後,光 復を経て新中国成立まで,
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日本の関内(山 海関以南)へ の侵略及び光復(1945年)後のアメリカの圧
倒的なプレゼンスにもかかわ らず中国の主権に揺 らぎはなかった。1944
年,ア メリカ中国派遣軍司令官スティルウェルが中国軍を指揮下におさめよ
うとした時 も,蒋介石はけっしてそれを認めることはなく,かえってスティ
ルウェルをアメリカに召喚させることに成功 している。当時,蒋 介石は米軍
の大量援助によって日本軍の猛攻を辛 うじて凌いでいる状態であったが,そ
のような窮状のなかでも,「統帥権」を手放すことはなかった ということに
なる(黄 仁宇,1998)。大戦中の1942年,中国は米 ・英 との不平等条約撤廃
に成功 し,さ らに戦後,新 設国連における中国の安保理常任理事国(五カ国)
入 りを果す。
だが,中 国が一度も植民地に陥落したことはな く,独立を保ちつづけたこ
とを認めたとしても,その帝国主義諸国への経済的な従属こそが,植 民地状
態にほかならず,単 に政治的な主権の保持をもって,半 植民地規定を間違い
であるということはできない という主張も当然なしうる。
では,経 済的な従属をどう考えればよいのだろうか。もちろん政治的に独
立していることを前提のうえでの話である。その場合,従 属国は,そ の独立
している国家機構もしくは政治権力を経済建設においてどのように行使 して
いるかが,重 要なポイン トになる。国家は,政 治においてばかりでな く,経
済的にも大きな統合能力を有する。国家の財政政策,関 税,徴 税,産 業投資
等々において,列強から独自に政策を遂行できる状態であれば,た とえ経済
的に従属的地位にあったとしても,国家の統合能力を挺子に経済建設をはか
る可能性をもっている。経済発展 と,列強への従属性を弱める潜在的な可能
性を持つ。
実のところ,近代中国においてそのような可能性を有 した時期は,幾 つも
存在 した。洋務運動期,戊 戌の新法期,さ らには光緒の新政期,そ して大恐
慌下の南京政府期,さ らには,光復後の数年間,で ある。 しかし,清末各期
は,実 際のところ,こ のような改革を推進する主体が未形成であったか,も
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しくは存在 していた として も,『保守反動勢力に比べてはるかにひ弱であっ
た。また1945年以後の光復期には,そ れ らの主体は,分 散 し,瓦解 しつつ
あった。
その点において,1928年南京中央政府の樹立は,一 つの画期であ り,近
代史上の重要なメルクマールとなっている。周知のごとく,国民党は国民政
府樹立にあたり,ブルジ ョアジーに依拠 し,その発展をはかりながら,しか
し,政権へのブルジ ョアジーへの参与,ブ ルジ ョアジーへの権力の分与を拒
絶する,鶴的な性格をもっていた。そのことは,国民党の積極的な経済運営
を妨げることはなかった。英米への従属 には変わりがな くとも,1930年に
おける関税 自主権の獲得は,その成果であった といえる。また,その後の関
税政策を駆使 した紡績業を中心 とした産業保護政策,お よび1935年幣制改
革後の膨大な工業投資による,や はり紡績業を中心 とした産業育成政策など
は,肯 定的に評価 しなければならないだろう(中罵,1970;久保,2000)。
当時の国民政府の経済建設がそれほど脚光を浴びなかったのは,一 つに
は,大 恐慌以後,と くに1931年以後,中 国を襲 った大不況,と りわけ1932
年から1934年にかけ猛威をふるった農業恐慌 により,農村の疲弊が進み,
社会が不安定化し,経済建設の成功に水を差していたことがあげられる。つ
まり,広大な農村において窮乏化しつつある農民にたいし,国民党の経済政
策 たとえば合作社運動や新生活運動 はなんらの救済にもならなかっ
た という印象が,評 価の是非に大きくのしかかっている。農民を貧苦の淵に
置き去 りにしていた という批判がいまだ拭えない。さらに,国 民党を中心 と
した経済建設が国家資本主義を中心としていたことによ り,国民党官僚資本
主義 と批判されるほどの隔った投資配分により遂行されていたこと,結果 と
して富の偏在(四 大家族に象徴される)に寄与 したといわれていることも,
その後つねに1930年代の経済建設の成果を割 り引いて見積もられる要因と
なっている。
冷静な目でみれば,こ れらの情報の多 くは,国 民党を敵視 していた 日本
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と,国民党のライバル,中 国共産党により発信されたものである。だが,そ
のような評価(国 民党にとっては不当な)を許すことになったのは,国民党
にも大 きな責任がある。 とくに,光 復(1945年)後の無策ぶ りが,共 産党
側からする一方的な印象の供給に手を貸すことになった。戦後の 日本資産の
収管 と米軍援助を加え,例 えば金融資本においては,四 大家族傘下の四行二
局が全銀行資産の90%強を占めるまでに膨れ上がった国家官僚資本主義に
よる経済支配,こ れほど彼 らの驕慢 と専横を象徴するものはないであろう。
1937年2月,西安事変後の論壇 に 「支那問題の所在」を発表 し,そのな
かで,中 国はすでに植民地でも半植民地でもなく,発展 しつつある資本主義
国であると,いまだ従来の認識を変えない左右両翼を批判 したのは,矢 内原
忠雄であった。矢内原があげた幾つかの証拠 た とえば漸江財閥の力の過
大評価 は,中 鴬太一(1970)や久保亨(1999)の豊富かつ明解な論証
に比べ,説 得力に欠けるものであった。だが,それにもかかわらず,そ の視
点は有効であり,当時の論客たちの従属国中国への偏見を糾すものであった。
さて,半 植民地規定をめぐる諸論争を瞥見 して感じるのは,議論が中国に
おいて起きているがゆえに,よ り複雑化 しているという印象を禁 じ得ない。
中国はかつて並みの国家であったことがなく,世界そのものであったこと。
世界に君臨する中国であらねばならなかったこと。そうであるがゆえに,外
部から影響を受けることそのものが,誇大視され,単 に経済進出を許 したぐ
らいのことで,列強に躁踊された植民地状態 と受け止められがちであった。
た とえば,ア ヘン戦争に敗北 したことぐらいをもって,す でに半植民地化
したなどといった論調は,そ のことを鮮明にあらわしている。例えば,近 代
以後,オ ランダにせよ,フ ランスにせよ,幾 つかの戦争において敗北してい
る。だが,そ れが,オ ランダやフランスが相手国の植民地になったり,従属
国になった りすることとまったく別の次元の問題である。
いや,そ のような問題の解 し方は,世界資本主義システムの中心に所属す
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る諸国と,周辺に組み込 まれた諸国の相違を無視 しているといえば,そ の と
おりである。だが,中 国近代史全体を通覧すれば,中 国の官民 ともに,外 国
勢力の浸透にはつねに拒絶的であったことが目立つ。政治的軍事的な面にお
いてばかりでなく,経済領域においても,粘 り強 く列強の進出を阻み続けた
といってよい。中国共産党からみれば外国一 帝国主義列強 もしくは外国資
本 の手先 とされた軍閥や買弁さえも,実は他の民衆 と同じように拒絶的
であったといえる。彼 らはともに,外 国と中国の中間に立ち,外 国に利便を
図りながら自らの中国における立場を築いたとされている。軍閥への中国内
部の評価において,そ の地方割拠が過分に答められている 地方に割拠す
るものは単なる地方略奪者にすぎない,或 いは統一中国を分裂させ,そ の力
を弱めることによって,外 国からの侵略を容易にしている一 との批判につ
いては前述 した。
買弁についていえば,便 宜を受けたはずの外国資本にとって,そ の存在は
一見有利に見えながらも,その実,愛 憎半ばする両義的なものであった。買
弁の採用は,一般に考えられるような,中 国現地の事情に暗い外国資本が,
そのガイドとして一時必要な存在であったという面があったことはいなめな
い。だが,よ り本質的には,外 国資本が中国において自由に活動することが
不可能であったこと,清朝にせ よ民国にせよ,外 国人の自由な商工活動を抑
制することにおいては一貫 していたこと,も し中国側が制限を少しでも緩め
ることがあったとした ら,それは日清戦争の敗北(下 関条約において開港場
において外国資本の手による工場建設が認め られた)とか義和団事件の善後
処理 といった大問題の発生により,帝国主義列強の大きな圧力の前に,し ぶ
しぶ認めたものにすぎなかったこと(それでさえ僅かにしか後退しようとし
なかったことを想起すべきである)に よっている。さらには伝統中国におけ
る,かならず仲介を立てて取引をする慣習の存在も無視できない。それ らに
より,外国資本は買弁を使った取引方法を採らさるをえなかったのであ り,
本来,彼 らが望んだ結果ではなかった。そのやむをえず採用 した買弁が,外
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国資本 と中国側(現 地)商 工業老や農民の間に介在し,その不自由な取引か
ら,大 きな利益を上げていることは,外 国資本に とって有利でもなければ,
好ましい状況でもなかったことが理解できよう(空玉茄,1999)。
三 半封建規定の問題点
半封建地規定は,当 初より深刻な問題点を抱えていた。すなわち,近 代以
前の中国がはたして封建社会であったのかどうかという難問である。1927
年頃,つ まり中国革命の最初の挫折前後,マ ジャール,ヴ ァルガなどコミン
テルンの中国専門家は,前 近代の中国を明らかに封建社会ではなく,アジア
的生産様式に支配された社会であり,大革命当時においては,そ れは次第に
資本主義社会へ と転換していく過渡にあると,主張していた。
国民党 との内戦が始まった27年11月,中共農業綱領草案に突然,ア ジア
的生産様式規定が書き込まれる。それは,中 国に派遣されたコミンテルンの
活動家や理論家たちのなかに,ア ジア的生産様式論の支持者すなわちアジア
派が台頭していたことを示すものである。
B・H・ニキフ ォロフ(1969)によれば,27年中国共産党農業綱領草案にア
ジア的生産様式論を書き込むように圧力をかけたのは,コ ミンテルン代表ロ
ミナーゼである(5)。彼は,後 に トロツキス ト反対派 として粛清される。アジ
ア的生産様式論=ト ロツキス トといった誤解は,そ こから生 じている。
前述の如 く,その半年後,ア ジア的生産様式規定は廃棄され,そ れにかわ
って半植民地 ・半封建規定が登場する。その後,ソ 連(及 びコミンテルン)
におけるアジア的生産様式をめ ぐる論争は,反 アジア派に有利に傾き,さ ら
にスター リンの介入によって,ア ジア的生産様式論争自体が強制的に終了せ
ざるをえな くなる。その後,・r弁証法的唯物論 と史的唯物論』における例の
五段階論が,人類の普遍的な歴史発展の公式 として登場する。
当の中国においては;ア ジア的生産様式論はほとんど支持をえなかったよ
うにみえる。20年代末 より始まった各種マルクス主義論争においても,ア
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ジア的生産様式の確固たる支持者 とよべる理論家はいないといってよい。そ
の後においても,歴史研究者 もしくは社会科学者の間に,わ ずかな支持者を
見出しただけである。
では,中 国のマルクス主義者 もしくはマルクス主義歴史研究において,も
っとも支持を集めたのはのは何か。半植民地 ・半封建規定に従った,中 国の
前近代を封建社会 ととらえる公式学説であった。
だが,段周時代ならともか く,秦漢帝国以後の中国を封建社会 と捉える見
方は,根本的な矛盾を抱え込まさるをえない。長期にわたる中央集権的な官
僚主義国家体制もしくは専制国家社会は,封建社会の概念 と基本的に相容れ
ないからである。土地所有制度 もまた,封建社会のそれ とうまくつながらな
かった。コミンテルンの中国専門家が悩まされたのも,この土地所有の特異
なあり方であった(ニキフォロフ)。たしかに,私 的な土地所有にもとづき,
農民たちがその土地私有者から搾取されているようにみえ,民 国期でさえい
まだ封建的搾取が存在しているようにみえた。だが,搾取しているのは,封
建領主ではなかった。また,封 建的な大土地経営などどこにも存在 していな
かった。
早 くより土地の私有が発生 し,また大土地所有者もすでに存在し,そ の大
土地所有者が,農 民の搾取により贅沢三昧な暮 らしを営む ということも,い
つの時代にも存在していた。だが,その大土地所有者が武力で自らの土地を
守ること,その武力が単なる武装 したものの力ではな く,領民を支配する公
的な権力として存在することはなかった。大土地所宿老が,そ れぞれ各々の
領民にたいし公的な権力を行使 し,それぞれの地域において互いに対立 しあ
った り,或いは上下に絡み合った りしつつ(入 れ子型をなし),分立的な権
力機構を樹立すること,す なわち地域政権の形成こそが,封 建社会の権力の
あり方を決定するのであ り,それ以外に封建的 と呼べる社会は存在しない⑥。
とすれば,西 周封建制度以外に中国史に封建制 と呼びうるものが存在しな
いことは明白であろう。だが,不 幸なことにマルクス主義歴史理論にとっ
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て,封 建社会の基底たる封建的生産様式 とは,小経営的生産様式の成立を前
提 としている。西周社会における農業生産は,い まだ小農民経営成立のはる
か手前であり,それゆえ,政治システムの類似にもかかわらず,西 周社会を
封建的生産様式によって基礎づけることは到底できないということになる。
周代封建制の崩壊の上に樹立された秦漢帝国こそが,その後二千年の中華
帝国の範型 となる。たしかに,歴代王朝の末期には,範型からはずれた地方
の群雄割拠や地方政権の分立が出現 している。だが,こ のような分裂期は中
国人にとって,正常ではない状態,完 全さから遠のいた不幸な状態 と意識さ
れ,そ れゆえ,分 裂はかならず統一によって終止符 を打たれることになっ
た。五代十国を最後にその後一千年間,地 方政権は一 辺境の種族政権を除
いて 存在す ら許されなかったといえる。
結局の ところ,土地の私有者はあっても,その私有は公的な権力を発生さ
せるような基礎 となるような ものではなかった。それゆえ,中 国の大土地所
有者の戦略は,官(唯 一の公的権力)と のつながりによって,つ まり自分 も
しくは子 どもが官につ くことによって(官 位につく資格を持つ ことによっ
て),或いは官位を買うことによって,官 の権威により自らの私有を守る道
を選ぶことであった。
もちろん,こ のような社会システムさえ,封建的であると強弁することは
不可能ではない。 というのも,そのような官 との関わりを持つことさえ,大
土地所有もしくは富を前提 とするからである。科挙に合格するためにも,あ
るいは官を買うにも,それを支える富が必要であった。つまり,大土地所有
はやは り権力の基盤であるということになる。また,大 土地所有者つまり地
主はその土地を,自 ら経営するにせよ その場合には賦役を課すことがで
きる隷属農民の存在が前提 となるだろう,小 作に出すにせよ一 当然佃
戸 となる零細農民の存在が前提 となる,そ の土地所有は,農 民の搾取に
より成 り立っており,封建領主 とはいえないにせよ,や はり封建的であると
言いなすことができた。 というのも,すでに小経営的生産の主体 として自営
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可能な農民たちを地主の大土地所有のもとで,支配 ・搾取するとしたら,そ
れはやはり経済外的強制によってのみ可能である。それすなわち,封 建社会
であるというわけである。
中国の歴史家たちが封建社会 と呼んでいるものと,我々日本や西欧の歴史
家が封建社会 と呼んでいるものの間には,と もに小農生産を基盤 とする社会
であるという一致点以外に,似 ているところはほとんどない。それで もな
お,中 国の前近代を封建社会 と呼ばなければならないのは,も ちろん,中 国
人の歴史にあっては,半植民地 ・半封建規定の規範性ゆえであろうし,その
規範性は,歴史的にはスターリンの歴史発展の五段階論に由来 していたもの
である。
ただ,中 国の理論家及び歴史研究者のほとんどは,強制されて封建社会説
をとっていたわけではない。彼 らもまた,歴 史発展の五段階説,日 本風にい
えば 「世界史の基本法則」の信奉者であったということである。中国の歴史
が,普 遍的な歴史発展のコースとして説明できること,つまり歴史の例外で
あった り,特殊であった りしてはならなかった。民国期 とくに1930年代の
悲惨な状況においても,かならず社会主義や共産主義へとつながる歴史発展
の途上に中国はあると説明できなければならなかった。
また革命後は,偉 大なる中国革命 とその社会主義建設が,同 じく普遍的な
歴史発展のコースの結果 として勝ち取られたものであり,歴史の偶然であっ
てはな らず,歴 史法則の例外や特殊であってもならなかった。1950年代か
ら60年代前半にかけて,毛 沢東主義歴史観 といってよいものが台頭 した
が,そ こにおいては,世 界に冠たる中国社会主義は歴史発展の精華でなけれ
ばならず,そ れゆえ,歴 史発展のもっとも普遍的な道を代表 していなければ
ならなかった。そのためには,歴 史法則どお りに奴隷制も封建制 も段階を踏
まえて経過 していなければならず,さ らに,そ の奴隷制 も封建制 も,類型 と
して特殊なタイプではな くもっとも普遍的,典 型的特徴をそなえていなけれ
ばならなかった。つまり,奴隷制はギ リシャ ・ローマ的奴隷制 と股周奴隷制
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を ともに典型 として叙述されなければならず,封建制はヨーロッパ封建制 と
中国封建制をともに典型 とするような内容に書 き換えられなければならなか
った。つまり封建制には領主制的封建制 と地主制的封建制があり,それは発
展段階 として同じ封建制であ り,それゆえ歴史叙述において,中 国の読者
は,自 らの国の歴史がヨーロッパ とまった く同じ封建制段階を経過したこと
を,何 の疑いもな く,したがっても抵抗もな く,そのまま読 まされることに
なる。
このような,毛 沢東主義歴史観は,基 本的には文革後 も継続し,1980年
代においても,その発想に疑問が提出されることはなかった。最近にな り,
ようや く,ヨーロッパ中世の封建制 と中国の封建制が大 きく異なることが,
中国の歴史家たちに意識され始めている。だが,で は,中 国の前近代の社会
構成をどのように呼べばよいのか,実 の ところ,疑問を有する人々にとって
も名案はないのが実状であろう。また,大部分の研究者あるいは知識分子た
ちにとっては,た とえ概念の内容が大きく違 っても,そ れを認めてしまえ
ば,中 国特殊論を自ら認めたことになり,自 らを地球史の孤児にすることに
もなりかねない。それよりも,む しろ,従来の毛沢東史観を堅持 した方が,
その歴史意識や民族感情にとって居心地がよいはずである。あるいは,今風
に,オ リエンタリズムやヨーロッパ中心主義批判にからめて,封 建制概念
を,中 国を含めたものに改める方が一 結局のところ内容的には毛沢東主義
歴史観 と同じものになろう一,モ ダンかつ穏当な道ということになろう。
ll従属資本主義論をめぐって
従来の中国近現代史の理解においては,中 国側,日 本側の研究者 ともに,
半植民地 ・半封建社会であるとの認識において共通していたようにみえる。
だが,こ の場合,半 封建的社会における封建制 とは,結 局は資本主義以前の
社会,つ まり前近代社会(ア ソシャソ ・レジーム)の ことを指 している,と
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いうしか他にいいようがないものであった。様々な議論はあっても,結局の
ところ,土地所有をもとにした農民支配があ り,それはとりもなおさず資本
主義的な生産関係や階級関係に比べ,古 い収取関係を表わしているとされ,
そのような漠然とした前提において,歴 史研究及び歴史叙述がなりたってい
た。
たしかに日本においては,経 済史を中心 として,特 に1950年代から70年
代にかけ,そ のような封建社会から資本主義社会への発展への展望を具体的
な中国近代史研究から,どのように導き出すのかといったことに,大 きな関
心が寄せられ,資本主義の萌芽,原 著過程,農 民層分解,寄 生地主制などを
中心 として,研究が積み重ねられてきた。
だが,この半植民地 ・半封建社会論の大きな枠組を根底から動揺させると
いった事態は起こらなかったといってよい。前述 したように,半植民地半封
建社会論が極めて大雑把な議論であるがゆえに,そ れほどの大きな破綻はな
かったともいえるのかもしれない。それでも,70年代に入 り,A・G・フラン
クやサミール ・アミン,ウ ォーラーステインなどの,従属理論や世界システ
ム論の影響一一近代中国における周辺性の発見一 から,従来の半植民地 ・
半封建社会論の見直 しや再構成への動きが始まった(60年代から70年代,
高度経済成長の時代を過ぎるころか ら始まった,講座派理論の修正や再検討
の動 きもまた,多 分に影響 したと思われ る)。従属理論や世界システム論
は,研 究者に強いインパクトを与えたものの,そ の理論は完成 されたもので
はなく,従来の理論的水準からすれば欠点の多い,批判 しやすいものであっ
た。だが,そ れにもかかわらず,そ の影響や対応,そ して反応や批判を含め
て,注 目すべき諸説が出された。
80年代以後においては,一 方では,半 植民地 ・半封建社会論の済し崩 し
的変容,換 骨奪胎 とでもいうような事態が進行し,逆にもう一方ではそのよ
うな理論的な枠組 自体に対する無関心が広がっているようにみえる。
さて,こ こでは80年前後に提出された,こ のような半植民地 ・半封建社
会論の読み替え,
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もしくは新 しい構想の諸説を検討する。
1)小 谷注之 ・高橋満論争
小谷注之は大上末広 ・中西功論争を論 じた 「[半]植民地 ・半封建社会構成
の概念規定」(小谷,1977)において,[半]植民地 ・半封建社会を,資本主
義が後進諸地域につくり出す ところの人類史的には副次的 ・従属的な社会構
成体 と規定 し,そ の概念構成を明らかにしようとした。小谷の もっともユ
ニークな主張は,そ の 「[半]植民地性」規定にある⑦。彼によれば,「植民
地性」 もしくは 「半植民地性」 とは,上 部構造に関する規定であり,「それ
は世界資本主義,帝 国主義の時代には,先進資本主義国が後進国の上部構造
支配を通 じて,そ の土台に圧倒的に巨大な規定性を及ぼすという,近代世界
に特有の条件によって必要 とされたもの」 と考えられている。すなわち,普
通,土 台が上部構造を規定づけるのであるが,こ の場合は上部構造(国 家)
がまず先進資本主義国によって奪取され,そ の支配のもとに植民地経済が成
立するわけであるから,まず植民地性に優先的な規定性が存在するというこ
とになる。さらに,上部構造に対し土台 とされるべきはずの,半 封建の「半」
とは,世 界資本主義による規定性を示しているとする点 もまた小谷の独 自な
主張 となっている。そこから当然にも,[半]植民地性こそが半封建性を規定
づけている(すなわち物的土台が植民地支配によって上からつ くり出される)
とされる。
小谷は 『マルクス とアジア』(小谷,1979:p.214)において,寄 生地主
制を論 じ,近代アジアにおける寄生地主制はまさに半封建的土地所有 とよば
れるべきものであ り,さらにその半封建的の半 とは半ば封建的 といった意味
合いではな く,資本主義という外的規定性によってつくり出される関係を表
現していると明確に述べている。
確かに,半 植民地 ・半封建社会論にいう半封建,及 び寄生地主制=半 封建
的土地所有にいう半封建,そ の場合の半 とは,植 民地ないし資本主義による
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外的規定性を受けているといえる。だが,そのことによって,半 封建的の半
とは,半 ば封建的といった意味合いではないと言ってしまうと,今度は逆に
半封建の封建とは何かを改めて説明しなければならないだろう。
中国,イ ン ドともに,果 してその前近代的な生産様式が封建的なものであ
ったのかどうか,つ ねに疑問視されている。そこにおいて,半封建性や半封
建的 といった概念が,封建制によってではな く,まず第一義的には資本主義
や植民地によって規定づけられるのだとしたら,その前近代社会が封建社会
としのて実質を備えていたのかどうか,疑 われるということになるだろう。
少なくとも,本物の封建制ではないとのニュアンスが生 じることになる。小
谷の論理に従えば,前 近代社会の生産様式が封建的生産様式であろうとなか
ろうと,近代に入 り資本主義 もしくは帝国主義によって侵食され,植 民地化
された り半植民地化されれば,そ れは[半]植民地 ・半封建的社会 ということ
になろうし,資本主義の侵食の結果,前 近代社会が変容を受け,農 民層分解
とともに寄生地主制が増大すれば,す なわち半封建的土地所有関係の成立 と
いうことになろう。そこにいわれる,封建的なるものは,単 に資本主義より
遅れたものを指すもの以外ではな くなるだろう
小谷の主張は,大 きな反響を呼ぶ。一つは同じくイン ドをフィール ドとす
る高橋満から強い批判を浴びることになった。それは,や はりまず,[半]植
民地 ・半封建社会構成体の概念規定についてであ り,さらに,[半]植民地性
が上部構造に関する規定であるという点についてである。小谷によればこの
[半]植民地 ・半封建社会は,「大上末広のように,[半]産業資本主義の独立
的発展および農業における資本主義的発展が一義的に不可能な社会 として固
定されるのではな く,資本主義の発展,農 民層の一定の資本主義的分解を不
可欠の前提 として,そ れを包括しつつ形成される独自の社会構成体として考
えられるべきである」ものであった。だが,た とえ副次的 ・従属的であると
ことわり書 きがなされたとしても,独 自の社会構成体 として[半]植民地 ・半
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封建社会を規定するとなると,従来の各生産様式あるいは五つの社会構成
体,も しくは各ウクラードとの関係を問われるのは必定であった。
それ以上に強い批判を受けたのは,[半]植民地性の上部構造規定について
であ り,[半]植民地規定を権力規定 とすることに対しては,当 然にも,「下
部構造に基づかない権力が上部構造 として存在するというのは,や はり従来
の唯物史観になじまない」との高橋の批判を浴びる。また,高橋は,こ のよ
うな上部構造=権 力規定に偏った小谷の〔半]植民地 ・半封建性規定では,
18世紀末以後の植民地化の過程に続 くアジア社会の発展の契機をどこにも
とめるのかが不明であると指摘,小 谷の[半]植民地 ・半封建的社会構成体論
は,構 造的ではあるが,発 展段階論的視角を欠 くと総評している(高橋,
1978a)。
このような小谷批判 と同時に高橋は,発展段階論を踏まえた,世界資本主
義の類型様式 として資本従属制を提起 している。高橋によれば,世 界資本主
義は,現実には資本主義の世界体制 として存在 し,それは先進資本制(イ ギ
リス型),後進資本制(ド イツ型),資本従属制(イ ン ド・中国型)を 三つの
主要な類型様式から構成 される。つまり,こ こで問題になっている半植民
地 ・半封建的社会 とは,こ の資本従属制にあたる(高橋,1978b)。
この資本従属制は,サ ミール ・アミンの世界資本主義システムにおける中
心的構成体 ・周辺的構成体論に基づいて着想されたものであり,高橋による
半植民地 ・半封建社会論的な読み替えである。これによって,中 国的な半植
民地 ・半封建論が新たな位置づけを獲得しうることになったともいえる。だ
が,高 橋の真の狙いは,そ の資本従属制のもとにおける解きがたい矛盾が,
結局の ところ,毛沢東の社会主義革命の遂行によってのみ最終的に解決され
た,と いう筋道を描 くことであったようにみえる。
小谷の[半]植民地 ・半封建社会構成体論は,発 展段階論的認識を欠 くと高
橋に批判された。 しか し,当時の理論的な関心のあり方からして,この場合
の発展段階論の発展 とは,資本主義的な発展をとおした従属からの脱却すな
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わち経済の 「テイクオフ」ではな く,社会主義への展望を指していたことは
明らかである。従属理論及び毛沢東主義歴史観ともに,世 界資本主義体制の
もとにおける従属は,結 局のところ,そ こからの離脱によってしか解放 され
ないと考える点が共通 しており,その点において共鳴する部分があったとい
える。
久保亨は 「戦間期中国経済史の研究視角をめぐって」において,小谷 ・高
橋には,極 めて類似 した理論的特質が認められると指摘 した。それは 「植民
地 と半植民地の間にひそむ大きな差異を軽視 し,この二つの異なる社会を,
事実上同じものと見倣す傾向」であり,「1930年代の論争をふり返る中から,
植民地 とは区別される半植民地の意味を明らかにすることこそが実際の歴史
研究にとって重要」であると述べ(久保,1982),このような差異の無視は,
従属理論にも共通 していると指摘 している③。
小谷 ・高橋論争のもう一つの影響は,朝 鮮史家梶村秀樹に影響を与え,梶
村による植民地 ・半封建社会論 とアミンの周辺資本主義社会構成体論 との結
びつきに結果 したことである。 というのも,小谷の[半]植民地 ・半封建社会
論は,朝 鮮史研究者たちからは,一 つの社会構成体の理論的規定として正面
から受け止められることになったからであった。そのような流れになった要
因としては,以 前より,朝鮮史家の間において,中 国の半植民地 ・半封建社
会論が一つの理論的な枠組として,影 響を及ぼしていたことがあげられる。
解放当時(1945年)の朝鮮 ・韓国社会を,[半]植民地 ・半封建社会 と規
定 し,その枠組から解放の意味を解明し,変革の主体 と客体を説明しようと
いう試みが,[半]植民地 ・半封建社会論であ り,梶村のほか,さ らに安乗
直,張 矢遠などによって,解放前社会の[半]植民地 ・半封建社会構成体論
が,経験的実証的に展開されている(金泳鏑)。
梶村秀樹 「旧植民地社会構成体論」(1981)は,小谷の議論にアミンの周
辺部社会構成体移行論を結合させ,朝 鮮 ・韓国は,植民地以前の土着的前賢
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本主義社会構成体から植民地 ・半封建的社会構成体段階を経て,解 放後の周
辺的資本主義社会権成体へ と移行した と,その移行のコースを,継 起的な発
展段階をもつもの として提示した。
高橋の小谷批判にあった発展段階論的な視角云々とは前述したように,社
会主義発展への道をどのように展望するのか,で あった。小谷は,世界資本
主義への従属の結果析出される半農 ・半プロレタリアー トこそ変革の主体で
あり,それによる非資本主義的な発展の道を構想 していたと思われるが,本
来そのような小谷の立場からすれば当然言及されるべき中国における半プロ
=貧農層による革命の成功(毛 沢東主義)に ついて言及を避けていたため,
高橋に各められる結果 となった。
このような朝鮮史研究者による[半]植民地 ・半封建社会論は,従 属と発展
をどのように構想するのかという難問に対する,具体的な事例である。この
ような議論に対し,朝鮮のような完全な植民地社会においては,国 家機構 と
は 日本の国家のことであ り,異種の生産様式や諸ウクラー ドを統括する独自
な上部構造を持たないものを,はたして独自な社会構成体 と呼べるのかどう
か,む しろ,資本主義の周辺部における特殊な社会性格の一つにすぎないの
ではないか,といった批判も存在している。また,ア ミン的な周辺資本主義
構成体論からすれば,中 心資本主義の従属下にある社会構成はすぺて周辺資
本主義構成体であ り,それが前近代的なものであれ,植民地 もしくは半植民
地下にあるものであれ,さ らに独立後の新植民地主義的状況であれ,み な周
辺資本主義構成体に包摂されるべきものであろう。
ただ,個 々の議論ではなく,この韓国資本主義論争の全体の論調にとって
重要なのは,や はり上部構造による規定性であろう。解放後,ア メリカの圧
倒的な従属下にあ りながら,単 なる従属的な発展を越え工業化を成功させ
た,社 会構成体の変容の中心に,国 家の持つ決定的重要性が存在するからで
ある(金泳鏑)。
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2)中 村哲 従属的中進資本主義論
日本近代経済史研究者であった中村哲は,1980年代以降,朝 鮮,台 湾,
及び中国大陸の近代経済史に取 り組み,積 極的に発言し,重要な問題提起を
行ってきた。なかでも,中進資本主義論及び中間的 ・地主的土地所有制論
は,特 に重要である。後者は,労 農 ・講座両派の論争(封 建論争=資 本主義
論争)以 来,長 く懸案となっていた地主制(寄 生地主制を含む)の 歴史的性
格を論じ,.それが特定の生産様式や社会構成体に属さない,中 間的な性格を
持つことを明らかにしたすぐれた理論的提起である。
前者,中 進資本主義論は,1983年に提起されたが,当時のNICs新興工業
国群の台頭と,それに伴う従属理論の挫折が,こ の議論の背景にあつたと思
われる。1980年前後に顕著 となったNICs(後のNIES)の台頭は,歴 史理
論に大きな衝撃を与えることになった。それは,ド イツ,日本,イ タ リアな
どの後発資本主義国が19世紀後半から20世紀前半にかけて,資 本主義的な
発展を遂げ先進国の仲間入 りをした後,し ばら く後に続 く国がなく,先進国
と発展途上国への二極分化が進んでいるかのような,帝国主義 もしくは国家
独占資本主義的な世界体制(当 時は,ま だ世界システム といった用語は使わ
れていなかった)の なかでの,極 めて稀な現象 として出現したからであった
(もちろん,資 本主義擁護派にとっては,開 発の,待 望の成功例 として登場
した)。それゆえ,従 属理論を中心 として,NICs諸国の発展を,表 面的な
成功,だ が危うさ一一例 えば韓国,台 湾などの場合,独裁政権の強圧統治及
び寡 占ブルジ ョアジーを中心とした蓄積の強行,そ れ らはいずれも人民にひ
たすら犠牲を強いるものであった のなかでの,ご く少数国のつかの間の
成功であり,しかも実質的には先進資本主義国へのより深い従属として捉え
る傾向が強 く,当初,世 界システムのなかでの新 しい潮流 として認められる
ことはなかった。
すでに70年代中期より,NICsとくに韓国資本主義の発展に関心を寄せて
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いた中村は,独 立後のその急速な資本主義工業化が,明 治以後の 日本の資本
主義化とも共通している面があることに注 目し,そ こから中進資本主義概念
を発想した といわれる。中村が,韓 国に関心を寄せる切っ掛けは,日本帝国
主義の性格を理解するために,そ の植民地支配のあ り方を検討 してみようと
して始めた朝鮮,満 州を中心 とする植民地支配研究であった。
従来の帝国主義論を軸 とする世界経済論においては,先進国すなわち帝国
主義列強で もなく,また植民地でもない中間地帯諸国については,後発資本
主義国の範疇を適用するか,あ るいは半植民地 として帝国主義の従属下にあ
り,資本主義世界体制の矛盾の深ま りとともに,そ の従属性はさらに深ま
る,と の二極分化論 もしくは一種の窮乏化論が大勢を占めていた。それゆ
え,そ のどち らでもない状態が比較的長期にわたって持続した り,さ らに
は,そ れらの諸国のなかから,先進国への従属を残しながらも,と もか くも
経済発展を遂げる国が,一部 にせよ,数力国を越える規模で出て くるなどと
いう展望を,マ ルクス ・レーニン主義を掲げる歴史理論及び経済理論は一
た とえ従属理論 に組していな くとも,ほ とんど有していなかった といえる。
中村は,そ の ような中間的な存在 を中進資本主義 と呼び,そ れ らは1930
年以降の資本主義の変質によりようや く可能 となったこと,且つ,そ れをも
た らしたものは,ア メリカを筆頭 とする資本主義が,「植民地の政治的独立
を認め,そ の資本主義発展を許容 しても崩壊することはなく,逆に発展する
という条件が形成されたからである」(中村,1991:p.27)と論 じた。
中進資本主義国は,発展を約束された存在でも,また従属の深みにはまる
以外に望みのない存在でもない,そ の意味でも中間的な存在である(9)。中進
資本主義国は,一 方では自国内部における国民経済形成へ向けた努力によ
り,他方では先進国との関わり,世界経済における位置 どりに左右され,発
展の可能性 も,停滞や低開発の発展の可能性も,と もに存在 している。アル
ゼンチン,ブ ラジル,メ キシコ等のように,大 きな浮き沈みに翻弄されてい
る諸国もあり,どちらか一方に運命づけられているわけではない。
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だが中村は,全 体的には 「世界資本主義体制の内部では低開発国の発展
コースは,自然成長的にはむしろ資本主義的中進国化であ り,それにたいし
社会主義化は,自然成長コースを下からの革命によって切断する革命的コー
スである」(中村,1991:p.56)と明確に述べている。低開発国は自然に中
進国化するとの中村の中進資本主義論は,社会主義革命こそが 「低開発の発
展」(窮乏化)に 対する唯一に処方箋であるとする従来の革命論(従 属理論
を含めて)を 否定するものとして受け止められる余地があ り,その問題提起
が大きな波紋を呼んだ所以である。
今 日的視点から見ると,当時の中村の関心が,1970年代に入 り,い よい
よ顕わとなってきた世界資本主義の構造変化にあったことは明らかである。
それは,新 たな中進資本主義国許の出現であ り,さらにそれを可能にしてい
る高度経済成長以後の先進資本主義国の変化であった。
だが,当 時は,そ のような変化が本質的なものかどうかについて,マ ルク
ス主義者たちの間では,ま だハッキ リとした見通しはたっていなかった。マ
ル クス主義者たちのほ とんどが,1970年代に入っても,資 本主義は帝国主
義時代に振 る舞 っていた振 る舞い方を改めてはおらず,い まだに帝国主義時
代のパラダイムを引き摺 っているかのように考えていた。それは,東 西冷
戦,新 植民地主義,ベ トナム戦争等における資本主義諸国の振る舞い方から
みて明らかであ り,それが帝国主義的であることを,一 つ一つ説明する必要
はなかった。それゆえ,世界は二極分化しており,その分化はいよいよ鮮明
にな りつつあると信 じて疑わなかったのである。
しかし,1970年代中葉,ベ トナム戦争が終結し,東 西の冷戦に変化が訪
れる。同時期,経 済的には南北問題が国際経済における重要課題 として登場
し,そ してNICs.が台頭する。世界資本資本主義体制の新たな胎動がよiうや
く確認 しうるようにな っていた。マル クス主義老の一部に,資 本主義の再
起,持 続性についての新たな見方が生まれ,ま た先進国革命論についても,
根本的反省が生まれて くる。
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中村の歴史認識に,変化を促したのは,従属的資本主義国における経済発
展についての新たな見方であり,それを資本主義史上における構造的な転換
として捉える視点であった。中村は,中進資本主議論の構築以後,積 極的に
それを他の東アジア諸国の歴史において適用可能かどうか検証し,理論の充
実をはかっている。 日本,朝 鮮,中 国などの近代経済史の対比の上で,中 村
は,民 国期の中国もまた,従 属的資本主義国における経済発展の事例にほか
ならず,「中国は1920年代末,30年代に従属的中進資本主義化の道を歩みは
じめていた」(中村,1991:p.163)とする。国民党政権は,そ のような経
済発展を受け,一 応の全国政権 として成立し,さ らに 「外国帝国主義に一面
で従属 しつつも,中国資本主義を積極的に育成した」。「1930年代には軽工
業を中進に輸入代替工業化が急速に進み,一 部重化学工業 も端緒的に成立 し
始めた」。だが,中 国の従属的資本主義化の道は,日 本帝国主義の全面侵略
によって挫折する(挫折のもう一つの要因は,国 民党政権が農村部を統合す
ることが不十分であったこ'とによる)。
中村の中進資本主義論は,農 業分野における新たな展開を導 く。19世紀
後半から20世紀初頭にかけての 日本の資本主義化に続 き,1930年代中国に
おける従属的中進資本主義化,そ して戦後の韓国,台 湾におけるNICsとし
ての登場を踏まえ,な にゆえ東アジア諸国において,少 な くともこのような
中進資本主義化が進んだのか,さ らには日本,朝 鮮,台 湾における資本主義
的工業化が進んだのかについて,そ の共通 した背景 として,小 農経済の成
熟,小 農民経営の発展をあげている(中村,1994)。
小農民経営は従来,マ ルクス主義な歴史発展論か ら見れば,合 理的な経
営,技 術革新の適用といった面からみても,資本蓄積からみても,大農経営
と比較 し,遅れたものであ り,さらには寄生地主制の温床 として,正 常な資
本主義的な発展にとって足かせになるものとして,否 定的にみ られがちであ
った。それに対 し中村は,そ のような発展論は,戦 前の講座派,労 農派以来
の,欧 米の歴史発展を正常なもの,ア ジアを遅れたもの としてみる,共通の
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誤 まりから生 じたもの と,批判する。歴史的には資本主義的大農経営は18
～19世紀にのみ成立 した一時的なものであり,小農経営 こそが農業にとっ
ては一般的なものであり,小農経営が大農経営にとって替わられるというの
は,歴史事実として間違 っていると論じている。
東アジア農業の小経営的発展,商 業的農業,労 働集約性,そ して商工業や
賃労働 との兼業など,中村は積極的に評価する。それは,農業部門が,近 代
的経済発展の初期において圧倒的比重をもっている以上,小 農民経営の多角
的 ・複合的発展がどの程度進むかが重要な条件を構成するからである。さら
に,近代的土地改革の重要性を指摘する。日本の地租改正 も近代的土地所有
制を成立させた重要な改革 それが結果として寄生地主制の広汎な成立を
可能にしたとしても一 であ り,日本,韓 国,台 湾においては,小 農民経営
の発展に適合的な土地改革,農 地改革がはかられたこと,あるいはそれらの
土地改革,農 地改革を通 じて一一寄 生地主制の重みに耐え,さ らにそれに抗
しつつ一 小農民経営の発展があったとみている。
中村は,こ のような近代的経済発展にとって国家の統合能力が枢要な役割
を果すことを力説し,中進資本主義国の政治体制が,比較的権威主義的な政
治体制をとっていることの理由として,中進国が,非 資本主義部門が広汎に
存在し,国民経済が多様なウクラー ドによって構成され,国 内経済統合が相
対的に弱いこと,したがって階級構成が複雑であ り,国民間の経済格差が大
きく,国民的統合が弱体であることをあげている。後述する中鷺の国家資本
主義と多ウクラー ド論に共通する認識である。
3)中 鷺太一.国 家資本主義を中心とした多ウクラー ド構造説
中罵太一は,『中国官僚資本主義研究序説』(1970年)の著者 として知 ら
れる。同書は,民 国期における国民政府を中心とする国家資本主義的な経済
建設を評価 した,戦後おそらく初めてといってよい本格的な中国資本主義論
であった。それゆえ反響 も大きく,当時の学界の雰囲気からして激 しい反発
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を招いたであろうことは想像に難 くない。
た とえば,古 厩忠夫(1976)は「中鷺太一は精力的に国民党官僚資本の
分析を行い,こ れを,帝国主義,ア ジア的封建遺制の規定はうけているもの
の基本的には産業資本=民 族資本であ り,四九年の人民民主主義革命の物質
的基礎であった として,帝 国主義の資本輸出の資本主義形成への積極的役割
や国民党の客観的進歩性を評価しているが,こ れは羽仁以来の歴史学におけ
る蓄積とは全 く相容れない近代主義である」 と批判 しており,当時の中蔦に
対する学界の辛辣 かつ冷淡な評価を如実に表わしている。当時,こ のような
批判がどのような意味をもったかを考えれば,そ の後中鷺の発表の機会が,
ほぼ所属大学の紀要のみに限られてしまったことの一端を理解しうるはずで
ある。
中蔦はr中 国官僚資本主義研究序説』の後も,ほぼ毎年一作のペースで論
文を発表 してお り,持論 とする近代中国における国家資本主義の発展を積極
的に実証 し続けたほか,ア ジア的生産様式論,国 際価値論争,世 界システム
論な ど,中 国をめ ぐる様 々な理論的課題の究明に取 り組んでいる。.なかで
も,中国資本主義の世界資本主義体制への組込みを,連節化(articulation)
概念の適用,す なわち接合論(飾 金論)の 視角より明 らかにした 「不等価交
換のarticulationの構造 について」(1981)は,注目されるべき労作 といえ
よう。1980年代前半,原 田金一郎,若 森章孝,本 多健吉,そ して望月清司
などにより,日本においても周辺資本主義論もしくは接合論をめぐり議論が
闘わされたが,同 時期の中蔦の幾つかの論文も,同 じ問題意識によって書か
れたものである。残念ながら,諸家が中罵を引用することはほ とんどな く,
従属理論以後の諸論争における中国をめぐる議論の不在 という不自然な状況
を変えることはできなかった。
中蔦は,元 来,ソ連経済史学の影響を受け,後 進国の社会経済構成を 「多
ウクラー ド構造」と捉え,国 民党統治下の中国を,「国家資本主義ウクラー
ドを指導ウクラー ドとする多ウクラー ド構造」と規定 した。多ウクラー ド構
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造論は,以 後,接 合論的に読み換えられる。中鴬は資本主義世界体制に連節
化される以前の,周 辺世界(中 心に対する)の通時的構造を,ア ジア的生産
様式を基底 とした もの,ま たは共同体的土地所有を土台 とした社会構成であ
ると想定 しており,それ 自身においてまた議論の対象 となるものである。
この周辺世界は,植民地化 もしくは半植民地化によって資本主義生産様式
に強制的に連節化される(植民地的生産様式の成立)。従属化 された周辺経
済は単に中心への奉仕役に終始するのではない。中心に従属 しつつも,周辺
の一部は資本主義的な発展への道を歩み始める。そこにおいてもっともキー
となるのは,政 治的構造=国 家を持ちうるかどうかであ り,それが可能な
時,後進国もまた国民経済の主体性をもった多ウクラー ド社会構成の段階を
迎えることが可能 となる(中鷺,1983)。もちろん,こ の場合の国家 とは,
た とえ内部に 「封建制」を代表する諸階層を抱え込んでいた としても,そ れ
らを統合し,強力に指導する国家資本主義ウクラー ドを中心に編成されるブ
ルジョア国家でなければならない。「封建制」 との階級同盟,強 力な指導に
よる統合及びその再編成等々,それ らもまた連節化構造の主要な様相にほか
な らない。
種々のウクラー ドと支配階級の構成は以下のようになる。総資本的機能を
代表する国営産業センター と政府機関からなる国家資本主義ウクラー ドが存
在し,階級 としては,資 本主義的志向性をもったテクノクラー ト層 彼 ら
は西欧教育による主 としてブルジョア経済学的経済計画作定能力を持つ,或
いはその上層として官僚化した大ブルジョアジー,或 いは私的ウクラードの
大ブルジョアジーの同盟者在 した官僚ブルジョアジーに依拠するが,こ れら
の階級の出自母胎は 「封建」的,種 族的ウクラードである。
国家資本主義ウクラー ド(国営セクター)は,後 進国の政治権力の基礎=
官制高地 として,中心からの植民地脱化を,帝 国主義的独占との一定の妥協
(政治的連節)を 通じてなしとげた周辺 「民族」ブルジョアジー(買 弁ブル
ジョアジーと小ブルジョアジーを含む)に より,中心(社 会主義国を含む)
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の援助を通 じて建設されたウクラー ドである。ここでは,買弁資本または買
弁ブルジョアジーもまた,「民族ブルジ ョアジー」の一部 とされ,さ らに,
国民経済形成に参与するとされてお り,従来の中国近代経済史における買弁
に対する見方 と大 きく異なっている(中 蔦,1981)。そこには,帝 国主義的
独占に対する妥協や中心の援助に対する断罪もなければ,民 族資本の買弁資
本や官僚資本に対する峻別が存在 しない。
中蔦の主張は,ラ テン ・アメリカ従属理論を代表する一人であ り,かつ
A・G・フランクとは異な り,従属 と発展は,必 ずしも両立 しないのではな
く,歴史状況の組合せによっては,従 属下の経済発展は可能であると説 く
F・H・カル ドソの主張に重なるところである。中鴬は,同 じく,カル ドソ
を引用しつつ,国 民党政権の下における,国家資本主義主導の経済発展が可
能 となった重要な背景 として,1930年代に顕著 となったアメ リカ帝国主義
の対外政策の転換をあげている。それは政治的にはLA諸 国に対する軍事介
入の抑制(友 好善隣政策)で あ り,後進国のブルジョア階級育成につながる
ものであった。つまり,半植民地的後進国の植民地脱化の動き,そ の一定の
補完工業化を可能 とする路線選択を許容する政策への転換であ り,ブラジル
に代表されるラテン ・アメリカや中国において,国 家官僚 と軍部 と中産階級
に支持されて成立 した新政権(新 国家)が,国 内ブルジョアジーの利害に答
える経済政策をとることを許容しつつ,ア メリカ帝国主義を基軸 とした,半
植民地後進国の再編をはかろうとするものであった,と される。
皿 小括 接合論もしくは周辺資本主義論に向けて
以上,半 植民地 ・半封建社会論の読み替え,も しくはそれに代わる諸家の
構想について検討 してきた。紹介した諸氏の諸説は,い ずれも1980年前後
に発表されていること,かつ小谷注之はイン ド史,高 橋満はインド及び中国
経済,中 村哲は日本近代経済史をそれぞれ専攻 し,中蔦のみが中国プロパー
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であること,などが目につ く。
その後,こ のような歴史の大きな枠組の問題に対し,どのような取 り組み
がな されて きたの だろうかoo。た とえば,奥 村哲(1990)及び久保亨
(1982,1995)は,それぞれの史論において,半 植民地 ・半封建規定に対す
る疑問や批判的見解を述べ,足 立啓二 『専制国家史論』終章は半植民地 ・半
封建社会論からの脱皮過程に言及してお り,さ らに足立はその脱皮が潮流 と
して存在することを明確に述べている。また,笹川裕史(1995)にも同様
な記述がある。だが,半 植民地 ・半封建社会論に代って,何 がもっとも相応
しいのかとなると,奥村(1990:p.171)が控えめな言い回しで 「周辺従属
国」概念を用いることを提案しているほかは,代案は出されていないといっ
てよい。
実績,実 力 ともに備えた彼らが,な にゆえこの問題に対し積極的に発言 し
ないのであろうか。この種の大きな時代の枠組にかかわる議論は,こ れまで
の例からいえば,「労のみ多 くして,益 少なし」である以上,こ の種の議論
を回避したい理由はわからないわけではない。 ともあれ,半 植民地 ・半封建
社会論の破綻をはっきり言明している彼 らの,新 たな枠組の提出を期待 した
い。
1970年以後,従 属理論が日本にも紹介され,「第三世界」の経済史研究に
大きな影響を与えてきた。だが,こ と中国史を対象とするかぎり,従属理論
はきわめて微温な形でしか影響を与えていない。結局のところ,本家本元の
中国における社会科学が,従 属理論などとはほぼ無縁な存在であった。そこ
に,イ ン ドとの著しい対照があろうが,も ともと半植民地 ・半封建社会論
が,暖昧であるがゆえに,様 々な受け止め られ方が可能であったために,そ
の後もなお余命を保ったようにみえる。また,従属理論による,も しくは従
属理論の影響を受けた とされる,F.V.Moulder,或いはV.D.Lippetの著
作は,と もに,中 国における 「低開発の発展」を歴史的に究明した とは言い
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難 く,従属理論のメリットを証明することはできなかった。
もともと,フランクの従属理論は,発 展途上国における,近代的な 「開発
セクター」(飛び地)と 遅れた半封建的なセクターの並存を強調する二重社
会論(近 代化論的発展段階論もしくはモスクワ派共産党の主張)の 否定 とし
て論壇に登場している。このような従属理論の二重社会論の否定がただちに
半植民地 ・半封建社会論の否定にはつながらないにしても,屈折し且つ複合
的な社会構成を明 らかにするような歴史理論 として,従属理論は有効 とはい
えないであろう。従属理論の本領は,従 属諸国の複雑な内的編成を解き明か
すことよりも,その名の とおり,中心 と周辺の関わり,あるいは中心 ・周辺
関係を統合する世界システムの変遷を通 じ,先進資本主義国と従属国のあり
方 とその行方を解き明かす ところにある。
従属理論は経済史,そ れ以上にマルクス主義的な社会科学全体に対 し,様
々な影響をもたらしたが,周辺資本主議論や接合論 もまた,そ の影響の もと
に生まれている。従属諸国の内的編成及びその変遷に着 目しようとすれば,
参照に値するのは,この周辺資本主義論であり,接合論であろう。
そのなかでも,中国近代史研究にとっては,本 多健吉の韓国資本主義論が
参考になる。本多は,梶村秀樹,中 村哲,ア ミン,デ ュプレ及びレイらを参
照 しつつ,植民地朝鮮の社会構成を周辺資本主義社会権成体と規定する。そ
れは,植民地的上部構造に支えられて資本主義的生産様式が支配的になり,
それ と前資本主義生産様式が 「接合」 している社会構成体である(11)。
本多の植民地朝鮮における周辺資本主義社会構成体論は,従来の植民地'
半封建論が,植民地に移植され 「その社会全体の編成に支配的な影響力をも
つに至った資本制的生産様式のもつ意味を過小評価し」ていることに対する
批判である。「半封建制」概念は暖味な生産様式規定であるといった指摘や,
梶村の 「植民地 ・半封建的社会構成体」は概念的に不明確な構成体を想定し
ているといった指摘にも,本多の植民地 ・半封建論への批判が窺われる。さ
らに本多は,戦後韓国の資本主義発展を展望し,周辺部国家資本主義的発展
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論を提唱する。そこにおいてもやはり,韓国社会の上部構造,す なわち国家
の果た した役割を大 きく評価 している。
このような周辺資本主義構成体論は,同 じく中国近代にも適用可能であ
る。まず,帝 国主義列強の進出のより,中国が世界資本主義システムに繰 り
込まれる段階。この時,列 強は満満政権を通 じて,開港,租 界地の設置,商
略の拡大を実現 し,さ らに中国を深 く世界市場に結びつけていく。デュプレ
=レイの構図における第一期である。続いて,帝 国主義列強が中国政権に対
しあたかも上位の権力 として君臨する段階である。明 らかに,中国は,中心
に対する周辺,従 属国に転落 した。デュプレ=レイの構図における第二期に
比定することができる。この時期の歴史状況を通常,半 植民地 と呼んでいる
が,その時期は他の第三世界の諸国と比べ格段に短い。 日清戦争の敗北(開
港場における外国企業経営権の承認)以 後,南 京政府樹立 までの30数年間
であろう。だが,この時期において も,列強は経済活動を制限されており,
他の植民地並みの一 た とえばイギ リスにとってのイン ド,フランスにとっ
てイン ドシナ,日 本にとって朝鮮 専横的な力の行使は不可能であったこ
とに,や は り留意しなければならないであろう。
そして,1930年,南京政府の関税 自主権の確立前後からデュプレ=レイの
第三期に入る。つまり,土着資本主義の成長による,土 着政権の誕生であ
る。一般的には第三世界では新植民地主義 と呼ばれる段階である。
だが,中国の歴史は,おもいもよらない複雑さをみせ る。1937年から1945
年の日本の侵略に抗する闘いに勝利し,本来はあ らたな経済発展に取 り組む
はずの時期に,資 本主義世界から離脱する。その離脱は30年以上に及んだ。
1980年代は,あ る意味では,1940年代の挫折した中国資本主義の実践の復
活ともいえるものである。1949年から1980年頃までの社会を社会主義の名
を冠して呼ぶべきかどうか,今後,大 いに検討の余地があると思われる。
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注
(1)さしあたっては,歴 史や社会の全体像を問いうる理論装置を内蔵する思想体系
は,い まだにマルクス主義しか存在しない ということ,さ らに,行 論の関係でいえ
ば,中 国もしくはアジアの社会経済構成をめぐるマルクス主義論争史を{府敵するこ
とにより,よ り開かれた視点 歴史を普遍的なパースペクティブから読み解こう
する壮大な試行錯誤として,さ らには近代 ヨーロッパに端を発する進歩的な歴史観
の挫折,そ の方向転換及び再構成の営みとして一 からマルクス主義歴史理論を再
評価 しうるのではないか,と いう予見を述べるにとどめておく。
(2)劉佛丁(1999:p.21)は,「ゆえに,国 民経済のある部門において,早 くも資本
主義生産関係の萌芽が出現したが,そ れは大きく成長する条件を欠いており,長期
にわたり伝統経済の構造を突破する力を形成することができなかった。封建的生産
関係は依然として伝統的生産力の一定程度の発展を許容することができ,危機には
至らなかった。もし外国資本主義の影響がなかったならば,中 国は既成の経済軌道
の上を歩み続けただろうし,かなり長期の歴史時期にわたり,社会革命を発生させ
ることは出来なかった し,また資本主義社会に発展することもできなかった」と明
確に述べている。
(3)中国の文献においても,例 えば周子東等(1987:p.10)は,「六全大会は中国の
現在の地位が半植民地であることを確認し,且 つ現在の中国の経済政治制度が,間
違いな く半封建制度 と規定されなければならない と指摘 している」 と記述 してお
り,日中両国の歴史において 「規定」が同 じ意味合いを持っていたことを示してい
る。
(4)ウォーラーステイン(1997)はフランス革命が何故起こったのかに関する議論を
紹介しながら,それが単純な王権の不振や貴族の特権の問題でもな く,また単に経
済的要因,発 展 しつつあるイギリスに対するフランスの後進性,景 気動向といった
ものにも帰せられないことを論じている。同じことは,中 国革命についても言えよ
う。1930年代の もっとも困難時期をもしのいだ国民党が,日 本に戦勝 しながら,中
共の前に簡単に敗北せざるをえなかった最大の要因は,結 局の ところ,政権が依っ
てきたるところの権威の正当性,そ れは日本軍に対する敗北によっても揺 らぐこと
がなかったのだが,そ れが揺 らいだということにあると思われる。
(5)向青(1983)は,中国社会の性質をめぐりロミナーゼ と,その後任となったミフ
の間に激 しい対立があったことをの述べている。アジア的生産様式論争史の概観に
ついては,最近 ものではウル メン(1995)を参照されたい。
(6)中国封建制論批判については,足 立啓二(1983)がもっとも説得的である。封建
制概念の諸相について外村直彦(1991)が明解。
(7)[半]植民地の[半]は,もちろん,植 民地及び半植民地に共通することを指してい
る。また,半 植民地 ・半封建,或 いは,半 植民地半封建,と 二通 りの記述があ り,
諸家によって記述が異なるが,本 稿では半植民地 ・半封建に統一してある。
(8)これ(久 保,1982)は,民国史研究にとって重要な指摘である。だが,片 方にイ
ン ドと中国,片 方に他の第三世界の諸地域を置き,その差異について議論を煮詰め
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てい くと,別な相貌が見えて くる。つまり,中国やインドのように,長 期にわたり
固有な歴史を積み上げた民族あるいは国家にとって,つ まり,長い歴史のなかでそ
のような国家機構や文化政策を担う厚い層が形成されてきた諸民族のもとにおいて
は,従 属の程度はそれぞれ異なっても一 片や植民地化,片 や半植民地的状況一
それに対する抵抗の激 しさ,執拗さは極めて大きな類似を示すこと,19世紀後半か
ら20世紀前半にかけ(さ らにその後 も),従属からの離脱が(政 治的にも,経 済的
にも),民族の主要な課題 として捉えられ,そ の離脱の試み,先 進諸国に追いつこ
うとする試みが幾度 ととなく,しかも継続的に試みられていること一 古い諸関係
が強固に残存し,そのような発展への条件がなかなか満たされない状況のもとにお
いても 等等,そ れらにもやはり関心が向けられるべきである。
(9)中村(1991)の掲げる中進資本主義国の概念規定は,以下の通 りである。国内的
には(a)資本主義的関係は一応支配的 となり,国民経済も成立しているが,非資本主
義部門が広大に存在する。(b)労働力の再生産が主要 には小経営的生産様式を中心と
する非資本主義部門で行われており,資本主義部門の労働力である賃労働力 もその
主要な供給源は非資本主義部門である。低賃金。(c)先進国からの輸入 と自国で形成
される近代工業によって,前 資本主義的諸関係はかなり変質,解 体してきている。
そこから放出される労働力が近代工業を中心 とする新興部門(資 本主義部門)に 吸
収しきれないために,相 対的過剰人口が形成され,豊 富な低賃金労働力が存在す
る。低賃金 と高い資本蓄積率。対外的には,(a)資本財生産部門や先端産業部門は国
内において未成立ないし弱体であり,自給できず,先 進国からの輸入に依存してお
り,輸 出工業部門が主導部門であることが多い。国の規模が大きく,資源に恵まれ
て,一 次産品輸出が大きい比重を占める国では国内市場向けの工業(輸入代替工業)
部門が主導部門であることもある。従属的国民経済。(b)近代工業の原材料 ととも
に,資 本財も輸入に依存 しているために,貿 易収支は入超にな りやすい。また,国
内の資本蓄積の規模が小さいため,急速な経済発展にとって不十分であり,これら
を補 うために外資を導入する場合が多い。金融面における従属。先進国に対 して
は,一面では依存 ・従属しながら,他面では競合 ・対立(国 際市場で,ま た国内市
場において)す る両側面をもつ,等 々。
⑩ 姫田光義(1986)は,『中国国民政府史の研究』の序文において,毛 沢東以来の
「半植民地半封建社会」論,「新民主主義社会」論,「蒋介石ファシズム独裁」論,
自力更生を強調する 「抗 日民族統一戦線」論や陳伯達以来の 「四大家族」論等々に
ついて,「われわれの批判的観点 と研究は従来の定説を補強する意味をもつ場合も
あるが,歴 史認識の根本的な改変を迫 る場合もある」 と述べている。この記述は,
姫田らが,上 記の定説から出発 しながらも,当時,そ れらの定説に対 し微妙な態度
をとっていたこと,いまだ過渡期にあったことを示,している。
ω 接合概念は多岐にわたるが,主要には,生 産様式間の接合及び審級間接合(移 行
期において,そ れぞれ新 ・旧の異なった生産様式に属する上部構造 と土台が接合す
ること)が重要である。本多健吉(1990)は,異なる審級間の接合について,デ ュ
プレ及びレイに依っている。また,生産様式 と社会構成体との関わ りについては,
異なる生産様式の接合により,社会構成体が成立するとするサミール ・アミンに依
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って い る。
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